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1.公開文害の改訂

RFC2050に準拠して、 J則工Cの工Pアドレス割当方針を改訂し併せて公開文書の改
訂を行なった。改訂自体は1996年中に行ない、 1997年1月1日付けで公開文害の
確定を行ない、 1997年3月1日付けで新方針実施を行なった。

3月1日付けて有効となった公開文書は以下のものである。

IPアドレスの割当に関するガイド(ip-add冨一guide.ヒXじ)
IPアドレス害j当業務委任の申請手続きにっいて(ip-addl・-delegaしion-reque5ヒ.ヒXセ)
業務委任会員の工Pアドレス割当処理手続きにっいて

(ip-addt-deleg己tion-ptocess.txt)

業務委任会員の工Pアドレス割当報告フォーム(ip-addr-delegaヒion一εotm.ヒχt)
/24 より小さなアドレス空間の割り当てにっいて(ip-addt-delega仁ion-sub.乞Xt)
IPアドレス割当申請にっいて(非CIDRアドレス)(ip-addr-noncidT.ヒχヒ)
IPアドレス申請と手数料について(ip-addt-fee.tXヒ)

IPアドレス、 AS番号割り当て検討部会報告

2. WGミーテイング

割当方針変更後初めてのミーティングを行なった。

日時 1997年3月19日 17.00~25:00
場所 お茶の水 JPNIC事務局 4階会議室

出席メンバ:浅羽、鈴木、水越、志々目、林、石黒、西野

議題・

ノー、
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0 ドキュメントについて

+利用率の定萎{現在の利用率 25亀の判断をどの数値に基づけぱ
良いのか不明確)
+ netwoxk-plaτ1, neじWork-noW の書き方
一接続点割当に関して
割当率を満たしていないが、アドレスプロックを使い分けたい+

「24より小さい割り当てに対する、ネームサーバーの逆引きの+

設定方法」の確認など(IP-WG 3856)
0 予約会員について
0 IPアドレスの譲渡問題について
OAS番号のドキュメントにつぃて

以下に議論の結果について報告する(一部非公開議題で報告)。

2.1 新方針および新公開文書について

利用率の算出方の確認(現在の利用率 2訟の判断)

Q.申請では、現在、 6ケ月後、 1年後のホスト数を要求してぃるが、割当
基準の割当直後に2訟の利用率を満たすことという条件をどの時点での
ホスト数で計算すれぱ良いのか不明確

A.割当直後の利用率の判断は、 6力月後のホスト数で判断する。
現在の値は既に割当を受けている場合に、既割当アドレスの現在の利用
率を判断するために用いるものであり、新規割当の場合は、この数値は
0で良い

neヒWork-plaτ1' ne七Wozk-noW の言己入方の確認

Q.network-platl, netwoTk-noWの記入の仕方力ξ分からない。

A.netw0工・k-noWは、あくまで既割当分のアドレスに関する情穀を記入し、
neヒWork-P1己11には既割当分を現在の値として含めた上で、今後の記入
計画を記入する。したがってこの場合、 neヒWOTk-P1闘の現在の合計と
neヒWork-noW のホスト数の合計は同じ

2.2 予約会員について

予約会員にっいては、現在申請の中継のみを行ない、審議やアドレスの割当、
さらに申請者への手数料徴収はJ郎工C側で行なっている。 JPNICとしては今後は
予約会員を無くして行く方向で考えたい。

問題点

会員の組織的制約で集金ができない。
サプアロケーシヨンを行なう場合、逆引きのネームサーパの設定に
関してJPNIC側で対応できない。

接続点割当の考え方の確認

Q.同じプロバイダに複数接続する場合には、それぞれの接続に関して
接続点割当が適用できるのか。
A.適用可能

その他確認事項

Q.アドレスプロック消費率を満たしていないが、アク セスポイントごとに
アドレスプロツクを使い分けたいので、追加申請を したい。
A.全体で80亀の消費するまでは、追加申請はできない

「24より小さい割り当てに対する、ネームサーパーの逆引きの設定方法」
の文書を技術参考資料として公開する。

主要接続点にっいては、現状ではNSPIXP-1/2やM鵡(とかUS/EUの工X)であり、
あとは個別に審議する

2つのインターネットへの経路をもっとは、接続する2つのτSPの名称を
申請に書かせるだけではだめで、経路制御のプランを問い合わせる必要
がある。申請に害かれている工SPに以下の点の問い合わせを行なう。

一契約しているかどうか
+経路制御プロトコルはなにか
+ルーティングのプランはどうなってぃるか
(ルーティングのポリシー/具体的なルータの設定)

「ルーティングのプラン」をどう記述させるかは、現状ではフリ
三フォーマツトで記述させるしかないが、将来的にRIPE-181のフォ

マツトやRPSI'での記述について検討する。

IXノエSPをそもそもどう定蓑するか。

すくなくとも接続性を提供している第二種事業者であることが必要。
中立な工Xとは、加入規則が明確になっているものとする。
アドレスの業務委任をうけることができたら、即解散という可能性もある
+この場合は返せといえる
+おかわりができなくなる

利用率の計算を行なうことなく、固定長でのアドレス割当を行なってぃ
る工SPが存在する。
+随時工SPに対する教育を行なう

り業務委任取消ではなく、「厳重注意」などの方法を+

考える。
+次回業務委任の際のスペースを小さくする

うとともにFAQを作成などを^'

ノ曲、

対応
割当手続きゃ手数料徴収に関しては現行のままで、逆引きネームサーバ
については、会員側で対応してもらうよう依頼を行なう。

2.3 IPアドレスの譲渡問題

アドレスを割り当てられた工SPが、その利用者への再割当を行なってぃない場合
があり、そのうちある場合は譲渡とみなされる場合がある

e
す
中
応
、
対

よ
り
項
よ
事
に
認
と
確
こ
の
る
ら
す

一
一

一
一
一

一
一
一
一



.

譲渡とみなされない場合

端末型ダイアルアップ接続の場合
ホスト1台にダイナミックに割り当てる場合
ドキュメントに明記した^

(ダイナミツクにやれとRFC2050にも書いてある)
ドメインが工SPのものになるためか世間は納得している

NATを使った場合(マスカレード+DHCP)
一端末型の特殊な場合と解釈できる

ネットワーク型ダイアルアップの場合
ユーザが利用するアドレスは、ユーザに割り当てられるのが
一般的だが、接続時にダイナミックに割り当てるようなサー
ビスが将来でてくる可能性がある。この場合をどう捉えるのか?

バーチャルドメインサー
一譲渡ではない
問題はドキュ

サーバー預りサービス

不ツトワークをまるごとあずかる場合
→譲渡であるかどうかグレー

登録されている人とエンドユーザが異なると譲渡にみえる

譲渡はなぜいけないのか?

譲渡が行なわれると、責任をとる人がいなくなる

割り当て条件をみたしているか、チェックできなくなる

ノー、

うコンセンサス
トにはなっていないこと

JPNICからわからないところでアドレスがうごいてしまう
(DBに反映しない)
→管理されなくなってしまう
IPアドレスがただの工SPがでてしまうかも
お金をとるか、とらないか、はτSPの裁量、である

DBをメンテナンスする
→重複していないことを保証するために管理できる
→トラプルの場合の連絡先をはっきりさせることができる
→譲渡をゆるすと、DBがメンテナンスできなくなる

アドレスの切り売り屋(売買)がでてくるのは困る
→なぜいやなのか ?

→たくさんもっているところが、売り出すのでは?

議論

IPアドレスの譲渡はありえない
手続きが正当かどうかが問題と答える
※今いうと、きべんに聞こえるので、まずいかもしれない

IPアドレスとドメインは直交している概念である
→啓蒙でがんぱるべきである

DBをみているかぎり・・
登録されている人と
ワークの管理者が異なるト不ツ

こともあ りう る

しっかり、しぱる必要がある
契約書で行なうようになる。

→ライセンス的な方法はどうか??

現状では「管理している」という念書をだすと、
譲渡にならなくなってしまう

IPフドレスを使っている人(もの)が、
」り当て権限をもっているなのかどうかの
関係が明確でない

と思われる時に、一般の人は問題を感じている、ようだ
※関係が明確な場合とは、

→工SPとダイアルアップの顧客の場合
ーエSPと顧客のホスティングサービスの場合

※関係が不明確な場合
→逆引きと正引きがことなる場合など、
JPNIC-DBをみて問題にしいてる(今回の場合とか)

フドレススペースで課金する仕組みが必要?

ー、、

DBがどれだけの権威をもってぃるか?
→もたない方が良い?

IPアドレスの割り当て「対象」は、ネットワークである
管理責任主体は、割り当てられたものである
r帥UlnbeTingを行なう権限を持っていること?.ー)

JPNICの法人化の問題もあって、
良心でしぱっていた状況が変わってきている

今は罰則の規定がないので、(厳重)「注意」を行なった
・・と発表する

営業的な問題が生じてしまう?

ネツトワーク情報で得られる割り当てられた組織と、逆引きした場合に
出て来るドメインが割り当てられた組織が異なる場合「譲渡」になるの
ではないか?

ルールの問題と現実問題がことなる
ールールを世間の認識にあわせるべきか?
→どちらにあわせるべきか?

明確な定菱が欲しい
→世間はなっとくするような

登録料の問題は?

(ISPが管理していることにすれぼ、払った人が損をする)

お金を払うと、管理責任までついてくる、のではワリはあわない。
→結果として、 JPNICお金をはらわなくなる

極論:J則工Cに支払を行なえぱ、譲渡ではない

的確なぺナルティをつけられないか?

IP-WGの見解

「譲渡」が工Pアドレスの所有権の移行をさすのならぱ、
IPアドレスの「譲渡」というものは*そもそも*存在しない

「管理主体」がJPNICに連絡されることなく変更されてはいけない

IPアドレスの割当はドメインとは直交した独立の概念である

個々のホスト(デバイス)に対して、
IPアドレスの割り当ての権限と、
それに関わる責任などをもっている

「もの」 t 「管理主体」である
※DBでい ろの、こ

「技術連絡担当者」/「運用責任者」/「組織」
どちら?それともまったく別のもの?

「割当の権限・・責任をもっている」ということを、具体的にのべると、
IPアドレスを「管理」していることに付随する業務を行なってぃること、
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『

となる 0

→個々のホスト(デパイス)のアドレスをつけてぃる
→データベースをちゃんとメンテナンスする
→技術的な問い合わせに答える
(障害/クラ ツキ ングの場合・・)
→法的な責任を とる
(クラツキングの過失責任一.)

など・・・

「管理主体」が「管理しているかどうか?」ということの、
うまい確認手段はない
→例えぱ、「問い合わせ」である

何をもって「証明する」かどうかは、
先方が考える問題である
「書類の提出」は・・・

※ドメインの登記簿は、
オープンな資料で別の権威を用いてぃる
^A^^^ハ^^

問い合わせる場合、
業務委任をとおして、もしくは、直接に問い合わせる

この問題に付いては、今後も引続き議論が必要。

2.3 AS番号のドキュメントにつぃて

今月中 B/31)にドラフトを作成する。
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